
　新型コロナウイルス感染症が拡大したこの3
年間、感染症対策の交付金などにより、自治
体の財政と事業は感染症対策が優先されまし
た。感染症が落ち着きはじめ、必要な事業を
進めるためにも、これからの財政運営を注視
しておかなければなりません。
　そこで、佐藤知事へ大分県の財政状況をど
のように捉え、その課題はどのようなものと
考えられているのか、そして、災害や物価高
騰など思わぬ支出が必要となる事態への備え
も含め、安定的な財政運営の方針をどのよう
に考えているのか尋ねました。

【答弁　佐藤知事】現在の財政状況について、
各種の財政健全化指標はいずれも健全な状況
である。貯金にあたる財政調整用基金の残高
は、社会保障関係費の増加等もあるが、実質
的な県債残高とともに、安定的な財政運営に
必要な水準を確保できるものと見込んでいる。
　必要な施策には果敢に取り組む一方で、引
き続き、将来にわたって持続可能な財政運営
が行えるよう、確固たる行財政基盤の構築に
努めていきたい。

5．教育行政について
　（1）教職員の異動方針の見直しについて
　（2）夜間中学について
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　土砂災害による人的被害を防止するために、
土砂災害警戒区域の周知等を含め、土砂災害
防止対策にどのように取り組んでいくのか質
問しました。
　また、車中泊避難について、国はエコノミー
クラス症候群が発生する危険性があるとして
推奨していません。一方、「避難所は人が多く
落ち着かない」、「子どもや高齢者、ペット等
が一緒のため避難所では気を遣う」と車中泊
避難を選択される方もいま
す。
　エコノミークラス症候群
を予防し、かつ、快適に車
中泊避難できる方法の研究
や実験を検討しても良いの
ではないかと提案しました。

【答弁】土砂災害警戒区域内の住宅の販売に関
しては、宅地建物取引業者が、重要事項とし
て、買主に説明をすることが義務づけられて
いる。また、宅地分譲等の目的で開発が行わ
れる場合、土砂災害のおそれがある箇所に対
し、適切に対策工事が行われる計画であるか
を厳密に審査している。
　車中泊避難場所の運営・管理方法や支援に
ついては、現在、国も検討を進めており、こ
うした動向も注視しながら、さらに安全安心
な避難所等の環境改善に努めたい。

4．災害対策について
　（1）土砂災害防止対策について
　（2）空き家の適正管理について
　（3）避難所運営について
　（4）災害時のデマ情報への対応について

6．枯葉剤原料の国有林での埋設について

　小中学校の教職員の異動に関して、これま
での「採用から概ね10年3地域」の広域異動は、
負担感から他県に人材が流出する要因になっ
ているという指摘があり、
昨年10月に今春の異動方
針の見直しが発表されま
した。
　今回発表された教職員の異動方針の見直し
の考え方と内容を質問しました。

【答弁　岡本教育長】教職員の異動については、
採用から概ね10年以内に異動する人事地域数
を、現行の3地域から2地域とし、配置年数に
ついても職員個人の事情に応じて柔軟に対応
するよう見直しを行った。
　さらに、職員が将来的に人事管理を希望す
る市町村など、個々の職員の希望や事情等を
より詳細に把握することとした。

　猛毒のダイオキシン類を含んだ「2，4，5-T
系除草剤」は、枯葉剤の原料で、染色体異常
を引き起こす非常に危険なものです。この
「2，4，5-T系除草剤」が、全国15道県42市町
村の国有林に計約26トン埋設されていること
が明らかになっています。県内でも別府市の
十文字原の国有林に75kgの除草剤がセメント
で固められたコンクリート塊として埋められ
ています。
　そこで、別府市に埋設されているこの危険
な除草剤の撤去について、撤去に向けた調査
が今後どのようなスケジュールで行われるの
か、また、県としてはどのようにお考えてい
るのか質問しました。

【答弁】地域からのご心配の声も踏まえ、県で
は9月に九州森林管理局に出向き、早期の撤去
を要望した。
　国の動向を引き続き注視しつつ、早期撤去
等に向けて国に粘り強く働きかけていく。
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